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概要

　低炭素社会実現のためには、再生可能エネルギーの大量導入が不可欠である。しかし、太陽光

発電や風力発電は、出力が気象条件に依存するという性質を有する。そのため、太陽光発電及び

風力発電の大量連系時には、電力系統の需給制御において、出力の変動や不確実性に対処するた

めの対策を講じる必要がある。本取り組みでは、負荷周波数制御（Load Frequency Control, LFC）
において、石炭火力発電や蓄電池などの異なる応答特性を有する LFC リソースの適切な制御分

担を提案した。また、経済的負荷配分制御（Economic load Dispatching Control, EDC）において、

再生可能エネルギーの出力予測誤差の影響を軽減する、新しい制御システムを提案した。さらに、

これらの提案手法の有効性を、需給制御シミュレーションによって検証した。太陽光発電や風力

発電の大量導入のためには、本取り組みのように、再生可能エネルギー大量連系時における電力

システムの特性を考慮しながら、既存の需給制御システムを改良していくことが求められる。

　

　
Summary

　Large-scale renewable energy installation is essential to realize low carbon societies. However, the 
output of photovoltaic power generation （PV） or wind turbine （WT） power generation depends on 
weather conditions. Therefore, some measures should be taken to deal with the time varying nature 
and uncertainty of the output of PV and WT generation when they are largely installed. We proposed 
the novel method to allocate control depending on individual response characteristics of fossil-fired 
thermal power generation or batteries. Then, the new control method of EDC to mitigate the effect of the 
prediction error for the output of PV and WT generation is also proposed. Moreover, the effectiveness of 
proposed methods is examined by the simulation of power supply and demand control. Power supply and 
demand control system should be improved for large-scale installation of renewable energy, as proposed 
in this paper.
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１．緒言

　近年、低炭素社会実現に向け、太陽光発電や風力発電といった再生可能エネルギーの大量導入

に向けた動きが活発化している。一方、これらの電源の出力は気象条件に依存するため、導入に

よって系統の見かけの負荷変動は増大する。現在の電力系統需給制御においては、数十分程度以

上の長周期の負荷変動成分を経済負荷配分制御（Economic load Dispatching Control, EDC）、数分か

ら数十分程度の短周期成分を負荷周波数制御（Load Frequency Control, LFC）によって補償してい

る。しかし、太陽光（PV）・風力発電（WT）の大量連系時においては、従来の EDC 及び LFC シ

ステムでは需給偏差を補償しきれず、周波数変動が許容範囲を逸脱することが問題となる。特に、

PV 及び WT の短周期の出力変動により、正味の短周期変動も増大する。また、EDC における負

荷予測値に対して予測誤差が生じるため、LFC にて長周期の変動を補償しなければならない。そ

のため、これらの課題に対応できるような新たな電力系統の需給制御システムの構築が求められ

る。

　LFC は EDC よりも短周期の負荷変動に対応するため、火力発電機の応動特性が重要であり、

現在の需給制御においては、ボイラ応動の早い火力発電機（LNG 火力やガスタービンコンバイ

ンドサイクル（GTCC）火力）が EDC に加えて LFC を分担することが多い。しかし、再生可能

エネルギー大量連系時においては、PV・WT の発電量により、火力発電機の運転台数が減少する

ため、現状は、ボイラ応動の遅さから EDC のみを分担されることが多い石炭火力機も LFC に活

用していく必要がある。また、蓄電池（Battery Energy Storage System, BESS）に関しては、高速な

応答性と高いランプレート（Ramp Rate1））特性を持つことから、LFC において高い周波数変動抑

制効果が期待されており、また将来的にコストが低減されることが予想されるため、今後積極的

に需給制御に活用されていくことが予想される。このように、再生可能エネルギーが大量連系さ

れた電力系統においては、火力発電機や蓄電池など、様々な応答特性を持つ LFC 電源を活用して、

LFC 制御容量の確保及び LFC 信号の割り当てが行われなければならない。

　また、PV 及び WT 出力の予測誤差が発生することに対しては、予測誤差が発生する状況にお

いても周波数変動が許容範囲に収まり、なおかつ経済的な需給制御がなされる必要がある。火力

発電機による LFC 調整力を従来以上に確保することで周波数変動を抑えることができるが、各

火力発電機は非効率的な運転がなされることになり、経済的ではない。火力発電機の燃料費削減

は、現在の我が国の情勢を鑑みると喫緊の課題であり、日々の火力機の効率的な運用が重要であ

るという点は揺ぎない。それゆえ、不確実な状況下においても経済性と系統の安定性を両立でき

る新たな需給制御システムが求められる。

　そこで、本取り組みでは、短周期変動増大への対策として、応答特性の異なる様々な LFC 電

源が、将来的に LFC 制御容量確保のために用いられることを想定した、変動周期別 LFC 制御分

担決定手法を提案する。次に、PV 及び WT 出力に予測誤差による EDC 制御残の増大に対しては、

LFC システムより検知された周波数偏差をもとに、経済性を考慮した EDC 出力指令値補正を行

う、新たな EDC と LFC の協調制御システムを提案する。そして、それらの提案手法の有効性を

検証するため、東北電力管内を模擬した電力系統需給制御モデルを構築してシミュレーションに

よる検討を行った。

　

1）出力応答の変化速度。
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２．再生可能エネルギー大量連系時における需給制御システムの提案

２．１　短周期変動におけるLFC制御分担の提案

　特定の時間断面（例えば 1 時間）を考える。図 1 の縦軸は負荷変動成分のパワースペクトル密

度 2）、横軸は変動周期を示す。Uj は変動周期範囲であり、変動周期 S j よりも速い変動に追従可

能な調整電源群を Gk （k ≤ j）とする。また、LFC は数分から数十分程度の負荷変動を補償するた

め、LFC で補償する最小の変動周期を S 0 とする。ここでは、横軸の変動周期範囲で曲線より下

の領域の面積が当該周期範囲における変動の分散に相当する。各調整電源群は色のついた部分の

変動を補償するように調整力を確保しており、色のついていない部分は調整残を示す。なお、色

つきの部分の面積が調整電源群による調整力を直接示すものではないことに注意されたい。

　

　

　

　まず、変動周期範囲 U1 を考えると、この周期範囲の変動成分に追従できるのは調整電源群 G1

のみである。よって、ある時間帯 t における周期範囲 Uj の変動を補償するために要する所要調

整力を R t
Uj、調整電源群 Gk による周期 S j-1 から S j の範囲の変動に対する調整力を Ot

Gk,Sj とすれば、

変動周期範囲 U1 において式（1）の関係が成立するように需給運用が行われなければならない。

 （1）　　　　　

　次に、変動周期U2 を考える。U2 の範囲の負荷変動は調整電源群G1 及びG2 によって補償できる。

調整電源群 G1 は周期範囲 U1 の変動に対して調整力を提供しなければならないが、調整力に余力

があれば変動周期 S1 から S2 の間の領域の変動に対しても調整力を提供できる。よって、同様に

考えれば式（2）が成立するように需給運用が行われる必要がある。

 （2）　　　　　

図 1　各 LFC 調整電源の応答特性を考慮した所要 LFC 調整力割当の概念図

2）負荷変動成分を信号とした、パワースペクトル密度。
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　同様の考え方を各変動周期範囲に対して用いることで、当該時間帯 tにおいて、発電機の応答

特性の差異を考慮した上で変動周期範囲毎に必要な LFC 調整力が確保される（式（3）及び式（4））。
　

 （3）　　　　　

ここで、 （4）　　　　　

　また、変動周期範囲 Uj に対する調整電源群 Gk (k ≤ j) が提供する調整力 Ot
Gk,Uj は式（5）のよう

に定義できる。

 （5）　　　　　

　以上より、変動周期別に LFC 調整力を確保する手法の定式化がなされた。これらの式を制約

式として用いることで、各調整電源群の確保すべき LFC 調整力がコスト最小化の最適化計算の

中で決定される。また、その最適化によって得られた LFC 調整力は、調整電源群の応答特性を

考慮した上で、コスト最小を実現するものとなる。本取り組みでは、起動停止計画作成時にお

いて、変動周期別に 1 時間断面の所要 LFC 調整力を評価し、系統全体での調整力を確保するも

のとする。また、応答特性の速いものから順に、①蓄電池・GTCC 火力機、②水力発電機、③

LNG・石油火力機、④石炭火力機の 4 種類の調整電源群に分類して、各調整電源群の確保すべき

LFC 調整力を決定することとした。

　なお、本手法を適用するためには、変動周期別の所要 LFC 調整力を予め想定しておくことが

必要となる。それゆえ、PV または WT 出力の実データを用いた解析などが今後一層なされるこ

とが望まれる。また、従来の所要 LFC 調整力の代数的評価手法は文献 [1] などを参照されたい。

　

２．２　再生可能エネルギー出力予測誤差のためのEDC出力補正システムの提案

　再生可能エネルギー出力の長周期予測誤差に対応するための新しい EDC 出力補正システムの

概念図を図 2 に示す。まず、現在の時刻 tにおいて、系統全体で見た場合の負荷（需要から EDC
制御対象外の発電機による出力を除いたもの）を Lt

Cur
、ある発電機 iの発電量を P i,t

Cur
とする。こ

のとき、従来の EDC においては、時刻 t+1 の各発電機の出力指令値（P i,t+1）を決めるにあたって、

負荷の予測値（L0
i,t+1）に対して燃料コストが最小となるように等λ法 3）などによって P i,t+1 を決定

する。しかし、従来の EDC と LFC の制御手法では、L 0
i,t+1 と実現値の偏差が LFC の制御対象とな

るため、負荷の予測誤差が大きい PV 及び WT の大量導入時においては、所要 LFC 調整力が増し、

調整力を確保するための費用も増大する。そのため、EDC による出力指令値 P i,t+1 を随時修正し

ていく必要がある。そこで、本研究では、EDC に負荷予測の不確実性に対応するための「幅」を

持たせて各発電機の出力を決定し、負荷の予測値と実現値の偏差を元に EDC の出力指令値を修

正することで、EDC の補正を実現する。具体的な手順を以下に示す。
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　時刻 t+1 の負荷予測値が L0
i,t+1 の場合、実際の時刻 t+1 の負荷の実現値は L0

i,t+1 を平均値とし

たある確率分布に従うと考えられる。そこでまず、負荷の予測値の周囲の値を離散化し

（L -M
t+1,…, LM

t+1）、負荷の実現値が L j
t+1 であった場合に各発電機の出力指令値 P i,t+1 と不確実性に対応

するための幅によって R j
i,t+1 の修正を行う、と予め取り決めをしておく。このとき、負荷の実現

値が L j
i,t+1 であった場合の出力補正値 R j

i,t+1 は中央給電指令所で地域要求量（Area Requirement, AR）
を計算後、各発電機にどのように EDC に対する補正指令を出すか、という制御システムによって

決まる。本取り組みにおいては、出力の上げ指令は燃料費の安い発電機に、出力の下げ指令は燃

料費の高い発電機に EDC の修正信号を送信することとした。また、R i,t+1 は全てのケースが生じた

場合に期待値コストを最小化する値として決定する。時刻 t+1 のエネルギー需給バランス制約、

現在時刻 tからの出力変化速度制約、LFC 調整力を含めた最小・最大出力制約を考慮すれば、P i,t+1

は、式（6）～（9）によって定式化される最適化問題によって求めることができる。ただし、FCi は

発電機 iの燃料費関数、Prob j は負荷の実現値 L j
t+1 が実現する確率、Pi,t

Cur
は発電機 iの現在時刻 t

における出力、CR i
EDC

は発電機 iの出力変化率上限、ΔTEC は EDC の計算間隔、Ci
LFC

は発電機 i
が確保しなければならない LFC 調整力、P i

Min
及び P i

Max
は発電機 iの発電量 P i の最小値及び最大

値を示す。なお、発電機 iの LFC 調整力に関しては、起動停止の段階で決定し、離散化した出力

予測誤差の全てのケースにおいて、LFC 調整力を確保した上で各発電機の出力を決定するとした。

　

　　（a）目的関数：燃料コストの期待値の最小化

 （6）　　　　　

　　（b）需給バランス制約

 （7）　　　　　

　　（c）出力変化制約

 （8）　　　　　

　　（d）最低・最高出力制約

 （9）　　　　　
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しなければならないLFC調整力、     及び     は発電機 iの発電量  の最小値及び最大値を示す。
なお、発電機 の LFC 調整力に関しては、起動停止の段階で決定し、離散化した出力予測誤差の
全てのケースにおいて、LFC調整力を確保した上で各発電機の出力を決定するとした。 

 
（a） 目的関数：燃料コストの期待値の最小化 

                           
        

 

    

 

   

 

   
 (6) 

（b） 需給バランス制約 

                   
       

     
 

   
 (7) 

（c） 出力変化制約 

                                     
                      (8) 

（d） 最低・最高出力制約 

                             
              (9) 
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２．３　EDCと LFCの協調制御システムの全体像

　図 3 に、本取り組みで提案する EDC 及び LFC システムの協調制御方式の全体像を示す。図 3
において、Δf [Hz] は発電量の周波数偏差、Ksys は系統定数、TAR は AR の時定数、TEDC は EDC の

時定数、T3 及び T4 は調整電源 G3 及び G4 の時定数である。まず、中央給電指令所では AR を計

算し、これをもとに、PI 制御によって LFC 信号を作成する。現在の電力系統需給制御では、AR
を全て LFC によって補償することを前提としているが、本取り組みで提案する EDC と LFC の協

調制御においては、その一部をローパスフィルタによって抽出し、EDC における出力指令値の補

正要求 Ri,t+1 とする。すなわち、長周期成分の AR を抽出し、各発電機に対して再配分する。各発

電機は出力補正が行われることを前提に上述した手法によって出力が決定されているため、想定

した変動の大きさの範囲内であれば、各発電機は EDC の出力を変更することによって、出力補

正を行うことができ、LFC 調整力を長周期変動分まで確保する必要はない。なお、EDC 出力は 5
分毎に決定されるとモデル上で設定した。また、短周期変動に関しては、AR を変動周期別に割

り振る手法を用いる。この手法は、まず一番応答特性の遅い発電機群に対して LFC 信号を作成し、

応答の遅い発電機が LFC 制御容量及び応答特性が理由で追従できない成分をフィルタによって

抽出し、次に応答特性の遅い発電機に割り振るといった手法である。なお、各発電機群の制御容

量は、起動停止計画作成時に決定した各発電機群の有する LFC 調整力に相当する。詳細は文献 [2]
などを参照されたい。
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３．需給制御シミュレーションモデル

　本章では、本取り組みで用いる需給制御モデルについて簡単に述べる。図 4 に需給制御モデ

ルの全体像を示す。本モデルは発電プラントモデル、起動停止（Unit Commitment （UC））計画モ

デル、EDC システムモデル、LFC システムモデルから構成される。なお、火力電源種に関して

は、1,000MW 級石炭火力プラント、700MW 級石炭火力プラント、250MW 級 GTCC 火力プラン

ト、700MW 級 LNG 火力プラント、200MW 級 LNG 火力プラント、700MW 級石油火力プラント、

250MW 級石油火力プラントの 7 種を考慮し、同一電源種の電源は同じ運用がなされると想定し

た。また、本取り組みでは、提案する需給制御モデルを用いてシミュレーション検討を行う。こ

こでは、需要が小さく、PV出力が比較的大きい春期（GW期）を想定した需給制御シミュレーショ

ンを行った。

図 4　需給制御モデルの全体像

（Δf, 電力システムの周波数偏差、ΔP, 電力システムの需要と供給の偏差、

Meq, 等価慣性定数（系統内すべての発電機の慣性定数の和）、D, ダンピング係数）
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３．１　モデル系統

　本取り組みでは、再生可能エネルギーが大量導入された東北電力管内を想定した、需給制御シ

ミュレーションモデルを構築した。各発電機の燃料費関数及び起動費は、電気学会の拡大系統モ

デル（文献 [3]）を参考に、現在の化石燃料の燃料価格を反映するように作成した。LFC は火力

発電機、貯水池式水力、蓄電池によって行われるとした。原子力発電及び流れ込み式水力発電

は、固定電源とした。需要データは、東北電力から提供を受けた 2013 年 4 月 1 日～ 2014 年 3 月

31 日の 3 分平均値データを用いた。太陽光発電の出力データは、気象業務支援センターの 2013
年 4 月 1 日～ 2014 年 3 月 31 日の地上気象観測 1 分値データ（青森市、盛岡市、仙台市、秋田市、

山形市、福島市、新潟市）をもとに、ならし効果を考慮して作成した。風力発電の出力データは、

日本風力発電協会から提供を受けた、2005 年 4 月 1 日～ 2006 年 3 月 31 日東北電力管内ウィンド

ファームの発電量（10 秒平均値データ）を用いた。EDC で用いる 5 分平均値データは、20 分周

期以上の各変動成分の 5 分間平均値を用いた。また、LFC シミュレーションの刻み時間は 1 秒と

しており、前述した需要・太陽光発電量・風力発電量のデータに乱数を重畳させることで 1 秒刻

みのデータを得ることとした。

　

３．２　起動停止計画

　本取り組みにおける起動停止計画は、火力発電機の起動停止による起動コストも含めた、週間

燃料費を目的関数として、最小化するように決定する。なお、起動停止計画モデルでは、計算時

間削減のために、燃料コスト関数に対して折れ線近似を行って、部分負荷運転時の燃料費を考慮

し、混合整数計画問題として定式化した。本起動停止計画問題で考慮した制約は、以下の通り。

　　　・需給バランス制約

　　　・供給予備力制約

　　　・揚水式発電に関する制約

　　　・貯水池式水力に関する制約

　　　・火力発電の最低及び最高出力に関する制約

　　　・火力発電の運転状態（発電・バンキング・ホットスタート・コールドスタート）

　　　・LFC 調整力制約

　

３．３　プラントモデル

　本取り組みでは、汽力プラントモデル（石炭火力・LNG 火力・石油火力）及び GTCC プラン

トモデルは文献 [4] を参考に、貯水池式水力プラントモデルは文献 [5] を参考に、構築した。詳

細は文献 [4] 及び文献 [5] を参照されたい。

　汽力プラントモデル（石炭火力・LNG 火力・石油火力）に関しては、プラント制御系、ボイラ系、

タービンガバナ系をモデル化している。GTCC プラントモデルに関しては、プラント制御系、ガ

スタービン、蒸気タービンをモデル化している。水力プラントモデルに関しては、ダンピングガ

バナモデルと水車モデルによって構成されている。また、蓄電池に関しては、一次遅れと無駄時

間によってモデル化した。

　

３．４　PV及びWT出力の予測誤差の設定

　再生可能エネルギーの予測誤差に関しては、予測が 15 分ごとに更新されると想定し、15 分毎

の予測誤差は正規分布に従うと仮定した。また、再生可能エネルギー予測値誤差の標準偏差 [p.u.]
は、PV 出力と WT 出力の和に対して定義することとした。本取り組みにおいては、再生可能エ

ネルギー予測値誤差の標準偏差 [p.u.] は、シミュレーション期間内で一定としているため、予測

誤差電力量 [MW] は、PV 出力と WT 出力の和に比例して大きくなる。また、EDC で用いる 5 分

毎の再生可能エネルギー出力予測は、15 分毎の再生可能エネルギー出力予測値と予測がなされた
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時刻の再生可能エネルギー出力との間で、線形補間を行うことで得られた値を用いることにした。

すなわち、予測が更新されるまでの予測誤差は、時間比例して大きくなる。本取り組みにおいては、

5分毎に5分先の予測値に基づいて出力指令値を更新する、EDCシステムを想定している。よって、

15 分先予測誤差の標準偏差をσとすると、EDC システムにおいて 5 分毎に予測不確実性に対す

る幅を持たせて運用する際、予測誤差標準偏差の想定は 1/3σ、2/3σ、σ、1/3σ、…を周期的に

繰り返すことになる。

　

４．シミュレーション結果

４．１　LFC制御分担

　図 5 に各 LFC 電源による制御分担の一例を示す。短周期における LFC 分担の効果検証のため、

ここでは再生可能エネルギー出力の予測誤差を考慮していない。この図は、特定時間断面におけ

る EDC あるいは各 LFC 電源による LFC の制御後に生じた制御残のパワースペクトル密度を示し

ている。まず、EDC によって長周期成分が吸収されており、石炭火力及び水力がそれに続いて長

周期成分を吸収していることがわかる。一方で、石炭火力は応答遅れのため、短周期変動に対し

て、制御分が少なくなっていることがわかる。また、BESS 及び GTCC は、長周期成分の残差と

短周期変動を吸収している。このように提案手法によって各 LFC 電源の制御分担のすみ分けが

できていることが確認できた。

　

図 5　各 LFC 電源による制御分担
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４．２　EDC出力補正システムの効果検証

　長周期成分予測誤差のための、EDC 出力補正システムの周波数制御効果を検証する。Case 1
は、本取り組みで提案する、PV 及び WT の出力予測誤差に対応するための、EDC 出力補正シス

テムを用いて需給制御を行った場合である。すなわち、再生可能エネルギー出力予測誤差による

長周期成分の EDC 制御残の影響を軽減するために、EDC の出力指令値を決定する際に、各発電

機に幅を持たせておき、予測誤差により生じる偏差を経済的に再配分する方式にて、需給制御を

行った。Case 2 は、従来通り、長周期成分を EDC で、短周期成分を LFC で補償する制御を行っ

た場合である。図 6 に Case 1 と Case 2 の 1 週間の周波数変動の結果を比較して示す。また、表

1 にそれぞれのケースの周波数変動解析評価指標を示す。図 6 及び表 1 より、従来手法を用いた

Case 2 では、周波数変動を許容範囲内（± 0.2 [Hz]）以内に収めることができていないことがわ

かる。一方で、提案手法を用いた Case 1 では、周波数変動を許容範囲内に収めることができてい

ることより、EDC 出力補正システムを用いることで周波数変動が抑制できることがシミュレー

ションにより確認できた。

表 1　周波数変動解析評価指標

Maximum Value [Hz] RMS Value [Hz] Staying Rate [%]
Case 1 0.1771 0.0243 99.75
Case 2 0.2215 0.0300 99.60

RMS Value [Hz], 50Hz からの偏差の二乗平均平方根（Root Mean Square）、
Staying Rate [%], ± 0.1[Hz] の時間滞在率。

図 6　1 週間の周波数変動
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５．結論と政策提案

　本取り組みでは、再生可能エネルギーの大量連系を可能にするため、まず従来の LFC が担っ

ていた短周期変動において、応答特性の異なる発電機を用いて LFC 制御分担を行う手法を提案

した。次に、再生可能エネルギーの予測誤差により LFC の制御分担領域が長周期成分まで広が

ることを考慮し、その影響削減のための新しい EDC 出力補正システムを提案した。また、これ

らの手法を統合した新しい EDC と LFC の協調制御システムを提案し、構築した需給制御モデル

にて提案システムの有効性を検証した。

　低炭素社会の実現においては再生可能エネルギーの導入が大きな役割を担うと考えられるが、

太陽光発電や風力発電などの、出力が変動し不確実性を有する電源の大量導入を実現するために

は、既存の電力システムの改良が求められる。再生可能エネルギー大量導入時の、電力システム

の特性を考慮しながら、経済性及び系統安定性を両立するような、電力システムを構築する必要

があるだろう。
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